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はじめに
　2018年 6月、米国は中国の対米輸出製品に対して追加関税を課すことを
宣言し、これにより米中間の経済摩擦は一挙に「貿易戦争」のステージに
立った。米国の対中国制裁は主として対中貿易赤字、知的財産権、この 2つ
を巡る米国政府の不満を示すものに他ならない。両者を象徴するものとし
て、頻繁にダンピング提訴の対象となってきた中国からの鉄鋼輸出と近年そ
の急成長が世界的に注目されるようになった華為、阿里巴巴に代表される中
国 IT企業の存在を挙げることが出来よう。この 2つが習近平政権下、それ
ぞれ「一帯一路 1）」「中国製造 20252）」として政策化され、2016年に誕生し
たトランプ政権にとってそれらが米国の覇権に対する挑戦と映った。これが
今日の米中間の緊張の背景である。
　本稿はそうした今日の国際緊張の起源とも言うべき近年の中国の産業構造
の転換がもたらした国際的影響を、その起源でもある鉄鋼の過剰生産をめぐ
る構造を整理することで、明らかにしようとした試みである。EU結成の歴
史的背景について改めて説くまでもないが、ドイツの宰相ビスマルクによる
「鉄は国家なり」の至言が示すように、鉄鋼をめぐる問題は歴史的にも折に
触れ国際関係における火種となってきた。世界の指導者にとって鉄鋼業は近
代国家建設の礎と考えられ、中国においても毛沢東の時代から大躍進期の土
法高炉が象徴するように「鉄作り」は新生中国が独立を維持し強国となるた
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めの唯一の途であった。その意味では鉄鋼輸出による米中貿易摩擦、「一帯
一路」、「中国製造 2025」と続く政策の流れは、建国以来、国是として鉄鋼
生産を追求してきた社会主義中国にとって経済の国際化の上で自然な流れで
あり、それがもたらす一定程度の国際的緊張は不可避なものであったと言え
よう。
　本稿は社会学の研究者と長年中国の鉄鋼業界との取引に携わった実務家 3）
との共同論文である。このため時代に直接立ち会った時代の証言者としての
視点から、中国の鉄鋼業の過剰生産問題に迫った点に本稿の特徴がある。
　本稿では中国が世界に類を見ない急速な経済発展を遂げる中で、何故中国
が過剰設備、過当競争、大量の鋼材輸出による通商問題等の課題に直面して
いるのか、さらには中国政府主導の鉄鋼産業調整政策が如何に予測を誤って
現状とのギャップを生じさせてきたかについて、自ら経験した具体的事象を
示しつつ論じて行きたい。
第一章　中国鉄鋼業の構造変化と産業政策、沿革、変節点
第一節　転換点としての 2016 年
　2016年 5月に開催された G7伊勢志摩サミットでは世界的鉄鋼の過剰生産
問題が主要テーマとなった。続く同年 9月の G20杭州サミットでも世界経
済が直面する第一のテーマとして鉄鋼の過剰生産が取り上げられた。それを
受け翌 2017年 12月にベルリンで鉄鋼グローバルフォーラムが開催され、そ
こでは世界の主要鉄鋼生産国が協力して市場ルールのもと鉄鋼の過剰供給能
力削減に取り組むことが確認された。
　同フォーラムには当時、世界の過剰供給能力の 7割を占めるとされた中国
から李成鋼商務部長助理が出席した。その際、「2016年以来、中国は 2014
年から 2016年にかけての時期の世界の生産能力削減全体の 1.2倍にあたる 1
億トンを削減し、その結果、2016年だけでも 20万の従業員の削減を断行し
た。20万という数はアメリカ、日本の鉄鋼業における従業員の数より多く、
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EUの 60％に当たる数値である」と、2016年に本格化した中国の過剰生産
能力調整政策（「去産能」）を紹介し、世界の理解を求めたことは記憶に新し
い。
　そうした協調路線の一方で、翌 2018年 3月に開催された OECD鉄鋼委員
会では、過剰生産問題に加え、開催直前にトランプ大統領により宣言された
鉄鋼に対する 25％の課税がテーマとなった。このように今日の国際緊張並
びに米中貿易摩擦の起源の一つに中国の鉄鋼過剰生産問題があったことだけ
は確かである。世界の関心が鉄鋼の過剰生産に集まり出した 2016年は、中
国だけでなく世界にとっても世界経済の新秩序への移行を告げる転機ともな
る年となった。
第二節　中国鉄鋼業の軌跡（2000 年まで）
　中国は 1978年の改革開放策以来、40年間に渡り年平均 10％の経済成長率
を達成した。日本の高度経済成長が 1955年から 72年までの約 20年間であっ
たのに対し、中国は更に 20年に渡る高度経済成長を実現した。中国経済の
高度成長の歩みは日本の高度経済成長との類似点はあるものの、20年を過
ぎたその後の歩みは日本と異なり、国情の違いから新たな局面に突入してい
るものと考えられる。以下、改革開放政策開始以降の沿革を振り返る。
（1）国有企業改革（1990年代中盤～「抓大放小」）
　1993年は、中国の鉄鋼業の転換ともなる年であった。同年 3月、1993年
の全国人民代表大会（以下、全人代）で国営企業に対する所有権と経営権の
分離が承認され、それに併せて会社法（中国名　公司法）の成立による株式
制の導入を含む現代的な企業形態の採用が認められた。
　株式制の導入に合わせて、中小国有企業の民営化も推進され、1995年に
国有企業改革の新機軸として打ち出された「抓大放小」（大を掴み、小を放
す）4）では、中小国有企業は売却、リース、請負、吸収合併などのかたちで
その企業の財産権、経営権を従業員または経営者に移すことが出来るように
なった。この政策により国有企業の工業生産シェアはそれまで 8割を占めて
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いたが、これを転機に急速に減少し、1997年には 3割強にまで減少した。
　中国の改革開放政策の象徴の一つが宝山製鉄所 5）の建設である。産業の
近代化を推進したい中国にとって最新鋭の製鉄所を建設することは必然的使
命であった。では上記の国有企業改革が緒に就いた前後の時期、中国の鉄鋼
業はどのように変化していったのであろうか。
　1978年に始まる改革開放政策下においても鉄鋼の生産増は追求され、
1996年には遂に粗鋼生産 1億トンの大台に達することで、世界の鉄鋼生産
大国に仲間入りを果した。ここまでの中国鉄鋼業の発展振りは世界の鉄鋼業
界も予測が出来る範囲のものであったが、その後図 1に示される通り、2000
年からは中国の「粗鋼生産大躍進」が 10年以上に亘って続き、今では世界
の粗鋼生産の半分（50％）を占めるまでになった。これは誰もが予想でき
ないもので、鉄鋼業における国際的な業界団体であるWSA（世界鉄鋼協会）
も同じように予測できなかった。
　この間、2003年にSARSという感染症が発生し、2008年にはリーマンショッ
クという経済活動にとってマイナスの影響があったにも拘わらず、中国の粗
鋼生産量は 2004年から 2010年にかけて毎年数千万トン増加し続けた。その
数値の意味するものは、同期間中は毎年日本の年間の粗鋼生産の半分以上、
言い換えれば毎年新日鐵・JFEを合わせた巨大鉄鋼メーカーが誕生してきた
ことになる。
　2005年は中国が初めての鉄鋼産業発展政策を打ち出し、量から質への転
換を宣言した年である。他方で、皮肉なことに中国の鉄鋼業において政策と
は全くかけ離れた増産が追求され始めた年ともなった。
　それでも量的拡大の一方、2005年の中国鉄鋼業発展政策のように、鉄鋼
業における経営効率化の試みがあったことを確認しておきたい。1998年朱
鎔基首相の下、国有企業改革が本格化する中で、当時の冶金工業部は鉄鋼
業 3年計画を公表して企業の再編統合を柱とする合理化案を進めた。しかし
行政機構の改編により、冶金工業部は中国鋼鉄工業協会（CISA）へ移行し、
実際の行政実務は国家経済貿易委員会から国家発展改革委員会へと移管され
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た。このため合理化については道半ば、終始一貫した政策が発揮されず、中
国各地で盲目的な鉄鋼増産が日常化した。加えて行政の一極集中により新規
プロジェクト許認可権限にかかわる利権・汚職体質がさらに膨張して、それ
がのちに大きな構造的問題となる粗鋼生産能力増加に歯止めがかからなかっ
た原因ともなった 6）。
第三節　中国経済の国際化と鉄鋼業（2001 年以降）
（1）WTO加盟に伴う国際市場への参入（2001年～）
　1997年は中国にとって香港返還の記念すべき年であったと同時に、アジ
ア通貨危機への対応に追われた年ともなった。2000年に始まる西部大開発
が象徴する公共投資は鉄鋼業界にとって力強い支援となったが、何よりもそ
の成長のエンジンとなったのは、2001年のWTOへの加盟である。同年以降、
図 1　鉄鋼生産量の変化（世界、中国、日本）（1994年～ 2017年）
　　　　　　　　　　　　　　　　出典　worldsteel，『中国鋼鉄工業年鑑』各年版
1800000
1600000
1400000
1200000
1000000
800000
600000
400000
200000
0
19
94
19
96
19
98
20
00
20
02
20
04
世界 中国 日本
20
06
20
08
20
10
20
12
20
14
20
16
18　　国際関係紀要　第 28巻　第 2号
生産量が世界の鉄鋼生産の半分に至る 2013年のピークに向け、中国の鉄鋼
業界は驚異的増産を果たすことになった。その増産の背景として、中国鉄鋼
業の特殊性と同時期急成長した民営鉄鋼企業の存在を指摘できよう。
　2001年のWTO加盟は中国経済全体が国際市場への参入を本格化させる契
機となり、実際に鉄鋼製品についてもこの時期から輸出が大幅に伸びた。そ
うした外需の追い風も受け、以下で詳述する「3つの代表」論を背景とした
民営企業に対する政治的権利保障の結果、中国各地に続々と中小の鉄鋼メー
カーが誕生、乱立した。鉄鋼業は土地を提供するだけで税収と雇用を確保で
きる最も「効率」の良い産業であったことから、地方政府は土地の提供に便
宜を図ることで、その設立を全力で支援したのである。
　一つの例であるが、河北省唐山にある国豊鋼鉄という中堅ミルの事例を取
り上げてみよう。同社の事例はまさしく 2001年から狭幅の HSM（熱延鋼板
製造ライン）を立ち上げ、瞬く間に年産数百万トンのミルとなった成功ス
トーリーである 7）。
（2）中国鉄鋼業の特殊性
　ここで中国特有のミニ高炉について述べてみたい。この高炉建設技術は中
国特有のもので、北京首鋼設計院等が早くからトータルパッケージとして
エンジニアリングを手掛け、河北省を中心に広めていった技術である 8）。土
地、電気、水道、ガスといったユーティリティーがあれば設計図面は既成の
ものがあり、生産技術や操業指導などは中国独自で用意出来、周りの農民を
繁忙期以外に臨時工として雇うことも出来た。当時の一つのモデルケースと
して以下の F/Sを紹介する。
総投資額：6億人民元（日本円 80-100億円）、設備概要：高炉、転炉、連続鋳造。
棒鋼圧延（30万トン）、工期：4か月強で 450m3高炉完成＋ 2週間で操業。
投資回収：トン当たり 1000元利益、2年間で回収。
　現在の常識からすると何とも信じがたい F/Sであるが、2000年代前半に
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おいてはそれが現実のものとなった。WTO加盟により鉄鋼業においても大
型国有企業が成長分野への拡大を図り、輸出振興に力を入れた結果、輸出先
においてアンチダンピング（AD）やセーフガード等の対抗策にたびたび遭
遇するようになった。世界ルールへの仲間入りは良いことだが、大型国有企
業優先で市場開放はなされ、さらには中国が国際市場に参入してゆく過程で
多くの試行錯誤を経験した。特に当時の中国の鉄鋼業においては AD，セー
フガードといった課題に対して国際ルールを知る人材、弁護士が居らず、鞍
山鋼鉄などは米国のある弁護士に丸投げした。こうした知識の蓄積不足は現
在も続いており、中国企業が海外投資などで失敗するケースの多くは中国企
業の担当者が国際的ルールに基づく商業契約に無知であることが一つの原因
となっている。加えて中国では管理面でも、海外拠点の役割、法律の専門家
の不在及び決裁権限が誰にどれだけあるのかが徹底していないことも、それ
らが多くの失敗を助長している要因となっている。
　一方家電製品、電子機器、機械設備等はこの時期から輸出を通じて大幅に
生産が増えており、特に広東省（香港経由含む）を中心とする華南地域は国
際市場にいち早く参入してゆき、それに合わせ鋼材についても間接輸出とし
て「来料加工、進料加工」9）を通じて需要が増大していった。
（3）経営者権限の拡大―憲法改正（「3つの代表」）（2004年～）
　2001年のWTO加盟が中国の鉄鋼業にとって経済面での大胆な投資刺激要
因となったとするなら、「3つの代表」論に代表される同時期の私営企業家
に対する政治的、社会的地位の承認は、今日生産量で中国の鉄鋼業界の半分
を支える民営セクターの大胆な投資を促進した政治的要因である。
　「3つの代表」論とは、2000年 3月に江沢民中国共産党総書記が提唱した
理論である。そこでは中国共産党が、（1）中国の先進的な社会生産力の発展
要求、（2）中国の先進的な文化の前進方向、（3）中国の最も広範な人民の根
本利益という 3つの事柄を代表するとされた。
　同時期、共産党へ入党する若者が減りつつあること、並びに国有企業改革
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で私営企業家が勢力を伸ばした一方、その当時、私営企業家は共産党への入
党資格である労働者、農民、軍人、幹部という範疇に入ることが出来なかっ
たことから、それを背景として別途独自に共産党以外の政党を作る動きが危
惧されていた。「3つの代表」とは、こうした当時の政治、社会的背景から、
私営企業家の存在を「社会主義の建設者」という表現で正当化し，その入党
を推進する政策である。2002年 11月に開催された中国共産党第 16回大会
で党規約に盛り込まれ、2004年 3月の全人代における憲法改正で、正式に
憲法の保障するところとなった。そうした政策変更の結果、私営企業家の間
の共産党員比率は 2002年には 29.9％になるなど、同時期、中国では私営企
業家の入党ブームが巻き起った。
　因みに江蘇沙鋼、建龍集団は今日世界ランキング 4位、7位と中国を代表
する民営企業である。両者ともに、1996年、2003年とWTO加盟前後の時
期に設立され、これまでに見てきた経済的、政治・社会的政策の追い風を受
け、僅か 20年経たずして今日見る世界的メーカーの地位を築いた。
　以上が 2001年のWTO加盟以降、中国の鉄鋼業が急成長を遂げた経緯で
ある。続く第二章では、こうした成長への意欲がその過剰生産を通じ、後年
中国の鉄鋼問題が世界経済の混乱要因となってゆくメカニズムを分析する。
第二章　鉄鋼企業の誕生と生産量急増の背景
第一節　全国的ガバナンスの欠如と国内外市場の急拡大
　第一章で言及したように、それまで中国の鉄鋼業界を管轄していた冶金工
業部は、1998年に解体の憂き目にあい、全ての権限は取り上げられ、調査、
研究、提言する機関となった 10）。
　このことが鉄鋼業の管理体制を大きく変えることになった。また 2001年
以降の鉄鋼生産が急拡大した同時期は、折からの国内外市場の急拡大と中国
内における民営化、外国企業の参入などが相まって管理の一元化が出来なく
なった時期でもある。
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　冶金工業部は従来基本的に国有企業であった鉄鋼各社を一括管理していた
が、金属加工分野などの下流部分が次第に管理から外れてゆき、各鉄鋼企業
も国家計画委員会の計画に基づき自主的に生産、運営することになった。冶
金工業部の組織・人員自体は中国鋼鉄工業協会（CISA）に残ることになっ
たが、中央政府の実質的な権限は失われ、縮小の一途を辿った。結果として
中央から地方に目が届かなくなり、無秩序な地方割拠、乱立を助長すること
になった。このことが中国鉄鋼業のガバナンスの欠如に繋がったことは間違
いない 11）。
　当時冶金工業部傘下にあった SINOSTEEL（中国冶金進出口総公司）、そ
して対外経済貿易部傘下のMINMETAL（五金鉱産進出口総公司）も中国の
鉄鋼業関係の貿易、原料調達、設備投資、合弁合作事業等を行っていたが、
その効率性の悪さと事業の失敗などが響き、現在も公司自体は残っている
が、その経営基盤は脆弱である。また SINOSTEELは中関村に大型オフィス
ビルを所有するなど、一時は飛ぶ鳥落とす勢いであったが、その後経営者が
次々と交代して現在に至っている。
　また同時期、中国政府は鉄鋼企業管理の転換を行ない、大手国有企業を
「央企」として中央管理とし、中小は地方政府に全て委託した 12）。これが地
方政府の後押しを受けて、税収、雇用創出を生む錬金術として、鉄鋼業にお
ける新規参入・リプレース拡張に繋がった。今でも面従腹背の地方政府は後
を絶たない。このことが後々「合成の誤謬」を表面化させることになる。つ
まり地方政府はその下部組織として税関、税務署、環境保護局、労働局、統
計局などを有しているが、地方政府それぞれの立場で利益極大化を図り、全
体最適は求めない結果、国全体としての利益を損ねる構造が誕生した。鉄鋼
においても協調減産など何度も提唱されたが、国有企業同士でも疑心暗鬼と
なり、一度も実現することは無かった。
　中国鉄鋼業は宝山製鉄所建設以降、大型高炉操業のため海外、特にブラジ
ル、豪州、インドから高品位の鉄鉱石を輸入しているが、これも利権と結び
ついており、中間搾取をすることで容易に利益を生むことが出来る構造と
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なっていた。中国政府が集中購買を通じて安価に鉄鉱石を輸入することを奨
励したことから、中には自社で購入する分以外にも安価で購入して横流しす
るという手口も増え、これも収賄の温床となった。因みに当時集中購買は主
に宝山製鉄が中心となって世界の大手山元と交渉していたのである 13）。
　WTO加盟後、2003年の中国の品目別輸出では、機械・電機（810億ドル）、
皮革・繊維（486億ドル）、次いで鉄鋼・金属（175億ドル）となっていた。
これが 2008年の全体の輸出でも機械・電機（2532億ドル）、皮革・繊維
（996億ドル）、鉄鋼・金属（807億ドル）とその順位は変わっていない。た
だ輸出額の伸び率は鉄鋼・金属が 4.6倍と最も高い。つまりこの時期鉄鋼の
輸出市場が急拡大して、これを契機に地方の中小鉄鋼メーカーが乱立したの
である。
第二節　企業管理モデルの転換「鉄鋼産業発展政策」（2005 年～）
　2005年中央政府は鉄鋼業について、初の産業政策である「鉄鋼産業発展
政策」を公布し、従来の粗放型・数量追求型から質重視型へと転換すべく指
導を行ない、そこでは需給動向に応じた生産総量のコントロール、過剰生産
能力の削減、立ち遅れた生産設備の淘汰、重複建設の抑制等が政策の柱とさ
れた。
　然しながら、2008年のリーマンショック後に実施された大型景気テコ入
れ策は建設需要を大きく喚起し、素材供給側に立つ鉄鋼業では政府認可を経
ない地方違法プロジェクト等を通じ大幅な能力増強が行われた。その結果、
2005年の 4.2億トンから 2015年の 12億トンと約 3倍にも生産量が膨らんで
しまった。
　「鉄鋼産業発展政策」の中で最も注目された過剰生産能力の削減は、度重
なる中央政府の削減指示にも拘わらず、地方の抵抗が壁となった。能力削
減の報告はあっても、それを上回る増設については報告されず、全て絵に描
いた餅になったのである。一つの例として河北省唐山地区の事例を挙げてみ
よう。当初 300m3以下の小型高炉廃棄が指示され、実際に潰されたものの、
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179m3の高炉 4基を有していた唐山建龍鋼鉄はそのうち 2基は廃棄しても残
りの 2基の 179m3高炉を改造して 480m3に拡大し、生産能力を大幅に増加
させた。また大型高炉プロジェクトについても、消費地に近く効率の良い沿
海に高炉一貫プロジェクトが複数企画された。曹妃甸における首鋼と唐鋼共
同プロジェクト、鞍山鋼鉄の営口プロジェクト、宝鋼の湛江プロジェクト、
武鋼の防城港プロジェクト等がその例である。
　特に湛江プロジェクトと防城港プロジェクトは相互に 200㎞以内の至近距
離にあった。後に重複は回避されたが、遅きに失した感がある。湛江プロ
ジェクトは広東省に属し、防城港プロジェクトは広西壮族自治区に属してい
ることから、両地方政府の面子を立てるために無駄な投資を強いる結果と
なった。今から思えばこの 2つのプロジェクトを統一するのは当然で、その
間にも隣国のベトナムでは台湾プラスチック主導で高炉一貫プロジェクトが
進行し、今日では高炉 2基が稼働している 14）。
　2005年「鉄鋼産業発展政策」の第 1章　政策目標には以下の条文がある。
表 1　中国の鉄鋼メーカー（上位 10社）（2017）
企業名 所在地 所有形態 粗鋼生産量
対前年比
増減率
全国シェア
1 中国宝武鉄鋼集団 上海市 国有（中央管轄） 6,539.30 14 7.9
2 河北鉄鋼集団 河北省 国有 4,406.30 ▲ 1.9 5.3
3 江蘇沙鋼集団 江蘇省 民営 3,834.70 15.3 4.6
4 鞍山鉄鋼集団 遼寧省 国有（中央管轄） 3,422.00 3.1 4.1
5 首鋼集団 北京市 国有 2,762.90 3.1 3.3
6 山東鉄鋼集団 山東省 国有 2,167.90 ▲ 5.8 2.6
7 建龍集団 河北省 民営 2,026.10 23.1 2.4
8 華菱集団 湖南省 国有 ･外資 2,014.60 30.1 2.4
9 馬鋼集団 安徽省 国有 1,971.40 5.8 2.4
10 本鋼集団 遼寧省 国有 ･民営 1,576.90 9.5 1.9
上位 10社 30,722.20 8.4 36.9
その他 52,450.80 1.8 63.1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典　Mysteel Global
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「第 3条　鉄鋼業の構造調整を通じて、合併・リストラを実施し、比較的
有利な条件を持つ基幹産業グループの規模を拡大し、産業の集中性を高め
る。2010年には、鉄鋼メーカーの数を大幅に減少させ、国内の鉄鋼メーカー
トップ 10グループの粗鋼生産量が全国生産量の 50％以上を占めるようにし、
2020年にはそれを 70％以上とする」。
　2010年はほぼ目標通りの 49％になったものの、その後実際にはシェアを
上げるどころか逆にシェアを下げる結果となり、設定目標を見直さざるを
得なくなった。そのシェアの推移を見てみると 2005年 35％、2010年 49％、
2014年 37％（この時目標が見直され 2015年目標は 60％、2020年 70％）、
そして結局は 2015年 34.2％、2016年 34.1％（宝武統合前）と更にシェアを
下げて現在に至っている（表 1）。仮に宝武統合による若干の集中度上昇は
あっても、2020年の上位 10社でシェア 70％の目標は到底達成不可能と思わ
れる。
第三節　中国の鉄鋼業政策の 3つの誤り
　沿海部の一貫製鉄所の建設が象徴するように、理想像ばかりを追求して、
肝心の中国の国情を顧みず、なし崩し的に過剰生産設備を増させた鉄鋼各社
の責任は大きい。鉄鋼大国から鉄鋼強国へという方針の下、内陸部ではなく
沿海部において大型高炉一貫製鉄所建設を目指した結果、旧式設備淘汰は進
まず、沿海部に移設するため総量規制した上でのリプレースを奨励したが、
「上有政策、下有対策」で、結局すべて増設に結びついた。最大の失策は宝
鋼湛江と武鋼防城港の同時許認可であり、東北についての失敗は曹妃甸プロ
ジェクトである。曹妃甸プロジェクトには日本の経団連が協力してエコタウ
ンを作る計画まであったが、未だにその土地にはペンペン草が生えている。
つまり中国は大きなプロジェクトを鳴物入りで立ち上げるが、詳細な実行プ
ランは後から決めて行くため、見切り発車となる。実際には政治と深く結び
付いており、5年に一度の共産党幹部の人事異動によって優先順位が大きく
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変化するので、鉄鋼業のような装置産業は後戻りが出来ない。以下では中国
の鉄鋼業政策の 3つの誤りを指摘したい。
（1）投資政策と統計データの政治性
　丸川知雄氏がその著書で指摘する、中国鉄鋼業の過剰生産能力問題の元凶
は大手国有企業にあるという意見は興味深い 15）。その論拠は「中国鉄鋼業
における過剰生産能力問題は、経営効率の悪い国有大企業の拡大を支援する
誤った政策の結果起きたものであり、政府がなすべきことは、大手国有メー
カーに対する優遇を止め、失業問題に配慮しつつこれらを安楽死させるこ
と」だと述べている。確かに中国の行政機関、国家発展改革委員会や工業情
報化部は常に過剰能力問題について能力削減の一面だけを強調して問題を先
延ばしすることで、民営企業よりも大手国有メーカーを助けて生きながらえ
させようとしている。
　一方、国有企業側も統計の水増しや地方政府との関係を駆使するなど問題
解決の努力をせず、生産性や効率を改善しないまま、自己防衛に徹してい
る。そもそも国有企業の経営トップは共産党幹部であり、その地位で実績を
あげさえすれば一生共産党が面倒を見てくれる立場にあり、企業の総責任者
としての経営努力をしていない。
　さらには政府が公表する統計数字の曖昧さ、信憑性、信頼性自体に大きな
問題がある。過剰生産能力の削減については毎年のように年間 5000万トン
削減したとか、2020年までに 1.5億トン削減するとか公表されているが、一
方で設備の増設や移設についてはその数値が出てこない。結果として生産能
力は毎年増加しているのである。生産能力自体も 2016年時点で 12億トンと
言われているが、実際は 15億トン前後に達しているという見方もある。そ
うなると稼働率もせいぜい 5割ということにもなりかねない。そもそも鉄鋼
の設備能力というのは、プロダクトミックスを加味して算出するが、中国で
は往々にして設備の設計能力より遥かに多く生産をするところがある。
　その一例として、鞍山鋼鉄の NO.1 HSM（三菱重工、一重、二重合作）は
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2000年に稼働したが、設計能力 350万トンに対して、実生産は 430万トン
を超えることもあった。トンパーアワーを上げるため、板厚、板幅をより厚
く、より広幅にして生産量を上げることが優先された。結果として能力以上
の生産量が実現する。このように実際のところ中国が公表している設備能力
は少な目のものと割り引いて考える必要がある。従って中国で根強い需要が
ある狭幅のコイルは大手では生産して貰えず、需要家はやむを得ず中小の地
方ミニ高炉メーカーに発注することになる。最近中国の報道で次々と明らか
になっているが、統計数字の水増しは日常茶飯事であり、国の GDPもその
信憑性が問われている。そのことが鉄鋼産業政策を誤った方向に導いている
のは明白である。
（2）市場化（株式市場化）がもたらした不完全な企業ガバナンス
　次に中国鉄鋼業の構造調整の動きを「職場」としての視点から回顧してみ
よう。1980年代の黎明期から 1990年代中盤以降の国有企業改革にかけての
表 2　主要鉄鋼メーカー総従業員数と労働生産性（1995年度）
総従業員 労働生産性（元／人）
首鋼総公司 246,394 97,825
鞍山鋼鉄集団 197,516 60,260
武漢鋼鉄集団 138,335 68,718
攀枝花鋼鉄公司 104,782 39,252
本渓鋼鉄集団 102,612 47,566
包頭鋼鉄集団 100,884 54,037
太原鋼鉄集団 77,541 74,897
唐山鋼鉄集団 53,703 50,831
馬鞍山鉄鋼※ 53,545 29,040
宝山鋼鉄集団 33,860 785,208
　　　　　　　　　　　　出典　『中国の鉄鋼業　1997－98年版』東西貿易通信社
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時期、鉄鋼業の労働者を 50万人削減した。鉄鋼業の労働人口推移を見ると、
中国の製鉄所では「単位」と呼ばれた中国特有の共同社会が形成されてきた
ことがよく判る。中国では製鉄所が一つの社会であり、学校から病院から生
活に関わる全てのファシリティーを備えていた。統計によると 1995年前後
は鉄鋼業界における労働人口は 340万人を超えており、当時、製鉄所は昔か
らの体質である「小而全、大而全」16）を具現化していた。
　表 2で示す通り、1995年の統計によると首都鋼鉄では総従業員は 246,394
人居るものの、その生産性は 97,825RMB/人であり、宝山製鉄の総従業員
33,860人、生産性 785,208RMB/人と比べると、首都鉄鋼の場合、人数は 8倍
近くいる一方で、生産性は 8分の 1と企業の新旧によって大きな差があるこ
とが分かる。
　また、鞍山鋼鉄の労働人口の変化を見ると更に興味深い事実が浮かび上
がってくる 17）。つまり、1999年から実質レイオフを実施してリストラして
いるにも拘わらず、そのレイオフの人数も従業員数に入れたままになってい
るのである。民営企業とは違い、大手国有企業ではレイオフしてもその従業
員及び家族の最低生活保障をする必要があったし、これを怠ると必ず労働争
議に発展する。こうした事実は、この時期はまだ養老年金など社会保障が充
表 3　鞍山製鉄所の総従業員数とその内訳（1996～ 2004年）
総従業員数 生産労働者 技術者 管理人員 サービス人員 その他 編成外人員 再就職センター 自宅待機
1996 193,321 114,452 12,079 18,889 34,583 13,508
1997 180,319 111,399 11,700 15,242 31,318 9,380
1998 171,780 107,207 11,222 15,552 29,050 8,439
1999 170,888 107,057 11,938 13,415 29,388 487 2,141 4,038
2000 163,204 101,255 10,358 13,738 25,174 145 2,243 4,987 7,201
2001 161,106 93,838 9,210 12,933 23,174 108 2,428 2,984 18,071
2002 154,208 89,858 8,771 11,852 20,994 81 2,289 1,245 19,512
2003 147,859 78,880 7,882 10,495 19,075 43 2,541 58 29,288
2004 144,431 75,517 7,270 10,543 17,833 37 2,848 88 29,420
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典　『鞍鋼年鑑』各年版
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実しておらず、各々の企業でカバーするしか手立てがなかった国有企業の置
かれた苦しい立場を示すものにほかならない。
（3）株式制の導入
　2008年の中国政府によるリーマンショック後の景気梃入れに関連して、
同時期、中国ではインフラ投資を主体とした総額 4兆元の景気刺激策が実施
された。その結果景気の大幅な落ち込みは回避できたものの、鉄鋼を始めと
する主要産業への投資が集中し、生産能力の更なる増加が誘発された。
　株式制の導入については、1992年 2月に馬鞍山鋼鉄公司が国務院の許可、
国家経済体制改革委員会の承認を経て、鉄鋼業初の株式制導入の模範実験
企業に指定された。これに続いて鞍山鋼鉄が香港証券取引所に H株を上場。
続いて上海証券取引所に A株を上場した。
　然しながら、中国における株式上場は往々にして意図的な形で行われてき
た。すなわち全てをそのまま上場するのではなく、収益の上がる部門、工場
のみを抜き出して体裁を整えるやり方である。鞍山製鉄の場合は 1997年に
先ず最新設備を持っている厚板工場、冷間圧延工場、線材工場の三つだけを
分離して鞍鋼股份有限公司を作った。これら三工場の資産は母体である鞍山
鋼鉄公司が株式会社に対して現物出資したものと見做し、鞍山鋼鉄公司には
その出資額に見合った株（国有株 -非流通）が与えられた。その上で資本の
増資分を香港と深圳で一般投資家に売ったのである。その後、製鉄、製鋼、
熱間圧延、シームレスパイプなどの工場も株式会社に移された。一方民営企
業の株式上場は各業界、各商品で中国のリーディングカンパニーが有力な投
資会社と組んで上場を目指すもので、上場に成功すれば一度に大量の資金が
流入することから、結果として企業でなく個人株主が巨万の富を築くことに
なる。これらの不労所得に対する課税は徹底していない。さらに相続税、贈
与税、固定資産税などがまだ完備していない同時期の中国では、株式上場を
通じ、所得格差が開くメカニズムが誕生した。
　中国の鉄鋼需要を産業別にみると、建設、インフラ、電力、鉄道、道路そ
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して自動車などに偏重しており、技術の蓄積よりも市況商品に重きが置かれ
ている。そこに期貨という先物取引まであって、鉄鋼各社は自己資金の枠を
超えて相場商品に手を出すことが可能となり、ハイリスク、ハイリターンの
商売が蔓延る結果となった。そもそも中国ではギャンブル好きの人が多く社
会問題にもなっている。社会保障やセーフガードの意識が低い中国ならでは
の大きな課題である。
　図 2が示すように中国の鉄鋼需要は電力、石油ガス、鉄道、道路、港湾、
空港等に関わるインフラ整備、住宅・展覧館・体育施設等の建築、さらに自
動車が大きな比重を占めている。特に不動産・建設、インフラ関係の需要
は都会から農村部に拡がっており、それは鉄鋼総需要の 67％を占めている。
更には習近平党総書記の提唱する「一帯一路」推進による需要を見込んだも
のも多い。然しながら、「一帯一路」の開発及び建設は中国独自の思惑だけ
＜中国産業別鉄鋼需要の特徴＞
図 2　中国鋼材需要の内訳（2017年）
機械 18.2%
自動車 8.3%
エネルギー
　3.9%
家電 1.4%
造船 1.3%
建築 54.6%
その他
 12.7%
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典　『2017年の中国鉄鋼業』
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で推進出来るものではなく、さらには国際的な協調や資金調達という課題も
多く不透明である。「一帯一路」政策と鉄鋼業への影響については、続く第
3章で詳しく取り上げたい。
　これまで見て来たように中国鉄鋼業は国有企業改革、WTO加盟、「3つの
代表」等の変革を通じて、旧態依然とした無駄の多い経営から民営化を中
心に生産性を高める方向に舵を切った。ただ皮肉なことに 2008年リーマン
ショックで中国政府主導の 4兆元景気刺激策以降は徐々に国家主導のインフ
ラ投資、住宅建設が中心となり、さらには国際競争に勝つため、中国政府は
国有企業に補助金等を注入した。その結果民営化の動きは抑えられ、「国進
民退」と言われる動きに変わっていった。
　これは中国政府が鉄鋼業において未だに鉄鋼産業政策を実行できないばか
りか、逆に大型国有企業を優先することで、中国政府自らが市場メカニズム
にマッチしないゆがんだ体質を助長したことを意味する。そもそも中国のよ
うな広大な国土と多くの民族、人口を抱えた国では全体最適を求めてコント
ロールすることは難しいのである。そして一党独裁の政治体制では経済が拡
大している時は良いが、一旦経済発展が滞り矛盾が突出して来ると抑えが効
かなくなる。
　「街場の中国論」等で有名な内田樹氏が指摘しているが、日本では政治に
しろ、経済にしろある程度の失敗があっても国体が揺らぐことは無い。他
方、中国の場合は国自体の体制が揺らぐ可能性が高く失敗が許されない。つ
まり負けしろが無いのである 18）。
第 3章　中国鉄鋼業の海外展開と「一帯一路」政策
第一節　過剰生産能力（去産能）調整政策
　2016年 2月に提唱された過剰生産能力（「去産能」）調整政策は、国際的
には「一帯一路」（2013年）、「新常態」（2014年）、「中国製造 2025」（2015
年）ほどには知られていないが、国内的にはそれまで基幹産業として中国経
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済を支えていた産業の生産能力削減を目指したものだけに、当該産業だけで
はなく企業が立地する地域の雇用、税収等への影響を通じ、他の政策以上の
インパクトをもたらした。
　「鉄鋼業過剰能力削減、困難脱却 ･発展実現に関する意見」（国発（2016）
6号）では、鉄鋼に関して 2016年から 2020年までの第 13次五ヶ年計画期
間中、生産能力を 1億から 1億 5000万トン削減し、その目標値を達成する
ため、具体的削減策として以下の政策パッケージの断行が宣言された 19）。
　（1）環境、省エネ、品質、安全、技術等の基準を満たさない場合、操業停止
　（2） 生産能力削減、企業合併、業態転換、他地域への移転、海外投資等の奨
励
　（3）操業基準に到達しない生産設備に対する電気水道の供給停止
　（4） 構造調整に伴って生じる鉄鋼業界 50万、石炭業界 130万、計 180万
と推定される雇用への影響に対する、特定奨励 ･補償金の支給
　（5） 違法に生産された「地条鋼」20）ミルに対する、即時の閉鎖・操業停
止、設備破壊
　続く同年 11月の「鉄鋼業調整 ･高度化計画（2016～ 2020年）」（工信部
規（2016）358号）でも、2020年迄に生産能力を 1億から 1.5億トン削減す
ることで、中国全体での生産能力を 10億トン以下に抑え、稼働率を 80％以
上とし、さらには粗鋼上位 10社の生産比率を 60％以上とすることが確認さ
れた。
　2016年は汚職腐敗撲滅運動を通じて習近平政権への求心力が急速に高
まった年でもある。それまで中央政府のコントロールが容易に効かなかった
地方政府にとっても、過剰生産対策は経済問題ではなく政治問題として認識
され、1958年の大躍進期には地方が鉄鋼の増産に走ったのとは逆に、2016年、
17年は各地方政府の指導者が政治生命を賭けて生産能力の削減に邁進した。
　2013年の省別生産順位は、第 1位　河北省（23.18％）、第 2位　江蘇
省（10.42％）、第 3位　山東省（7.53％）、第 4位　遼寧省（7.53％）、第 5
位　山西省（5.56％）である。1996年の順位が、第 1位　上海（14.24％）、
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第 2位　遼寧省（13.56％）、第 3位　河北省（8.97％）、第 4位　北京市
（7.89％）、第 5位　湖北省（6.99％）と、1996年当時は宝山製鉄、鞍山製鉄、
首都製鉄、武漢製鉄など中国を代表する大型鉄鋼メーカーが立地する省市が
高い順位を占めていた。それに対して、2001年のWTO加盟以降、河北、江
蘇、山東等、北京、上海に隣接する省が鉄鋼生産基地として成長したこと
を、この数値は意味している。2005年の「鉄鋼産業発展政策」での目標と
は裏腹に、同時期、第 2章で見たように上位 10社の生産で測った集中度は
49％（2010年）から 34％（2015年）へと低下した 21）。これらは河北、山東
などの各省政府が同地域の産業政策として、中型小型企業の供給能力強化を
陰に陽に支援した結果に他ならない。
　続く第二節では最大の鉄鋼生産省河北省の供給能力調整政策を検討するこ
とで、現在進行しつつある過剰生産能力削減策の実態に迫り、続く第三節で
その世界的影響を論じたい。因みに 2013年の河北省の粗鋼の生産量は 1億
8849万トンと同年の日本の 1億 1060万トンを遥かに上回っていた。
第二節　河北省の事例
　河北省は 2001年以降、今日まで鉄鋼生産量で中国第一位の地位を保って
いる。その理由としては同省には河北鋼鉄集団等の国有企業が数多く立地し
ていることに加え、唐山建龍、津西鋼鉄等の民営企業が数多く存在し、2001
年以降、民営企業がリードする形で省内の鉄鋼メーカーが競って増産を続け
た点を指摘できよう 22）。供給過剰が社会問題化する前の 2010年時点で、同
省の鉄鋼の 59％をこうした民営企業が担った 23）。実際、2018年度、同省の
民営企業売上高上位 100社中、42社が鉄鋼メーカーであるなど、河北省に
とって鉄鋼業は基幹産業そのものである。
　河北省の指導者にとって生産能力の削減は政治的命運が掛かった絶対命題
であり、2016年以降、全省挙げて設備廃棄、国内外への工場移転として生
産能力の削減が追求された。
　その結果、2016年、2017年の2年間で、河北省は鉄鋼生産能力についてピー
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ク時である 2011年の 3億 2000万トンから 2017年は 2億 3872万トン、企業
数 123社（2011年）から 67社（2018年）にまで減少した。今後は 2020年
の調整政策の完成年度に向け、2018年、2019年ともに 1000万トン、2020
年は 2000万トンを削減することで、2億トン以内に抑えるとしている。そ
の削減の具体的手法としては、表 4のように地域別、企業別に削減目標が課
せられ、それぞれが申請した削減手法に基づいた削減が求められることに
なっている。実際、同計画では当該地域からの移転を実施出来ない場合、強
制的に生産設備を停止することも規定されているほどである 24）。
表 4　各鉄鋼メーカーの設備削減計画
削減手法 対象地域 削減トン数 その他
全面撤去 廊坊市 700 万 廊坊洸远金属制品
张家口市 文安县新钢钢铁
保定市
石家庄 敬業集団
生産能力削減 中央企業 邯鋼 * 86 万
地方企業 唐山市 463 万
承德市 253 万
邢台市 48 万
邯郸市 46 万
移転 河鋼集団
唐鋼
邯钢
承钢
邢钢
唐山建龍鉄鋼
邯郸市武安文安
邯郸新金鉄鋼
承德盛豊鉄鋼
　　　　　　　　　　　出典　「河北省钢铁行业去产能工作方案（2018－2020）」
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　2016年 2月の通達 25）でも、2017年に製鋼生産については 500万トンの生
産能力を省外に移転し、2023年までに 2000万トンを東南アジア、アフリカ、
西アジア等の今後インフラ整備が見込まれる地域に重点的に移転させること
が謳われた。その際のモデルケースとして同通達では、2014年の河北鉄鋼
集団による、新興国市場に強みを持つスイスの大手鉄鋼商社デュフェルコ国
際貿易の買収、並びに南アフリカでの 500万トンの生産能力をもつプロジェ
クトが紹介されている。
　こうした供給能力調整政策下で実施されている地方政府による強制的国内
外への移転要求こそが、近年急増する中国の鉄鋼業界の海外進出の理由でも
ある。ただ我々は次節で検討するように、中国鉄鋼業の国際展開に対する理
解のためには、鉄鉱石、石炭等の原材料供給先の安定的確保を目指し、1990
年代から行われてきた大手鉄鋼企業による海外展開の潮流も確認しておく必
要がある。
第三節　中国鉄鋼企業の海外展開
　1997年 9月に開催された中国共産党第 15回全国代表大会での江沢民総書
記の提唱を契機とする「走出去」として知られる海外投資奨励策も、鉄鋼の
海外展開の主要なルートである。
表 5　中国鉄鋼メーカーの対外投資
投資年 投資先国 投資企業
1 1987 オーストラリア 中鋼集団
2 1992 ペルー 首鋼
3 2001 ブラジル 宝山鉄鋼
4 2002 オーストラリア 宝山鉄鋼
5 2004 オーストラリア 唐山鉄鋼、武漢鉄鋼、馬鞍山鉄鋼、江蘇沙鋼
6 2005 ロシア 西洋集団
7 2006 ベトナム 昆明鉄鋼
8 2006 オーストラリア 中信泰富，中冶集団
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　　　　　　出典　李新创 『中国钢铁未来发展之路―减量 创新 转型』352-354頁
9 2007 オーストラリア 鞍山鉄鋼
10 2007 アルゼンチン 中冶集団
11 2008 オーストラリア 中冶集団
12 2008 オーストラリア 中鋼集団
13 2008 オーストラリア 首鋼
14 2008 オーストラリア 包頭鉄鋼
15 2008 マダガスカル 武漢鉄鋼
16 2008 カメルーン 中鋼集団
17 2009 オーストラリア 武漢鉄鋼
18 2009 オーストラリア 中鋼集団
19 2009 オーストラリア 重慶鉄鋼
20 2010 ブラジル 武漢鉄鋼
21 2010 山東鉄鋼
22 2010 リベリア 武漢鉄鋼，中非基金
23 2010 ギニア
24 2011 カナダ 武漢鉄鋼
25 2011 カナダ 武漢鉄鋼
26 2012 カナダ 河北鉄鋼
27 2012 カナダ 新興鋳鋼
28 2012 カナダ 新興鋳鋼
29 2012 カナダ 河北鉄鋼河钢
30 2013 南アフリカ 新興漢方
31 2014 オーストラリア 宝山鉄鋼
第四節　「一帯一路」政策
　こうした先進国からのダンピング提訴と新興国市場での需要の拡大とが相
まって、鉄鋼の輸出先についても、以下のように先進国から新興国へのシフ
トがおきた。
　2005 年、第 1 位　韓国（26.9％）、第 2 位　アメリカ（11.6％）、第 3
位 香港（7.3％）、第 4位日本（4.6％）、第 5位　ベトナム（4.2％）、これ
が 2016年には第 1位　韓国（13.2％）、第 2位　ベトナム（10.8％）、第 3
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表 6　中国鉄鋼メーカーによる海外投資
ベトナム 2014年 武鋼集団昆明製鉄 Vietnam Steel 他 3社 50万（1期）
ラオス 2016年 秦皇島通聯集団 ラオス太平洋鉱業 30万
フィリピン 2016年 白銀有色集団 Global Ferronickel Holdings
マレーシア 2014年 北京建龍重工集団 Hiap Teck Venture Berhad,Eastern Steel Sdn Bhd 300 万
2016年 中冶集団・河北新武安鉄鋼集団 マレーシア政府 500万
広西北部湾国際港務集団、
広西盛隆冶金
Malaysia-China Kuantan 
Industrial Park, Allianced Steel 520 万
インドネシア 2014年 武鋼集団 Sinar Mas Group 500 万
浙江青山鋼鉄、徳龍鋼鉄 Bingtangdelapan Group
2015 年 南京鋼鉄 PT Gunung Gahapi Sakti 100 万
鞍山製鉄 Sinar Mas Group 500 万
2016年 武安市永誠鋳業 Lippo Group 200 万（1期）
2017年 神霧科技集団 Gunung Steel Group 300 万
パキスタン 2015年 中鋼集団 Pakistan Steel Mills 600万（1～3期）
海城市恒盛鋳業 karachi  Industrial Park 220 万（
カザフスタン 2015年 馬鋼集団、中冶集団　 Ferrum 100万
イラン 中冶集団 Afa I&S、Baf Steel, Sabzebar Steel, Sepid Dasht Steel 560 万
イラク 2014年 河鋼集団邯鄲製鉄 Mass Group 120 万
アルジェリア 首鋼集団、中鋼集団 Tosyal（施主　トルコ） 230万
ケニア 2016年 中鋼集団
タンザニア 2012年 宏宇鉄鋼
リベリア 2015年 武鋼集団 泰富重装集団（施主　中国） 50万
南アフリカ 2014年 河鋼集団 South Africa IDC,China-South Development Fund 300 万
2017年 Hoimor Resources Holding Company   Musina-Makhand  SEZ 300 万
セルビア 2016年 河鋼集団 Smederevo Steel 220 万
マケドニア 2015年 河鋼集団 Makstil A.D. Duferco Group
　　　　　　出典　一般社団法人日本鉄鋼連盟『2017年の中国鉄鋼業』46ページ
位 フィリピン（6.0％）、第 4位　タイ（5.7％）、第 5位　インドネシア
（5.4％）となっている。
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終わりに
　毎年、中国政府は国家信息中心を通じて「一帯一路」政策に対する国内
外の参与度を発表している。同報告書（2018年）によると、国別ではロシ
ア、カザフスタン、パキスタン、韓国、ベトナム、タイ、マレーシア、シ
ンガポール、インドネシア、カンボジアが関与度の高い 10ケ国となってい
る。地方別では 31の省・自治区・直轄市中、第一位は広東省、第二位以下
はそれぞれ、山東、上海、浙江、天津、福建、河南、華南、四川、湖北とな
るなど、今日の中国では各地方政府が競って管轄下にある中国企業を「一帯
一路」政策に沿って海外展開へと駆り立てるメカニズムが誕生している。鉄
鋼についても、ある時期まで鉄鋼の生産能力がそれぞれの地方の工業化の度
合い示すものとされ、各地方政府の指導者が陰に陽に、当該地域の鉄鋼業の
振興を図った。その際におきた地方間の競争が、中国による鉄鋼の過剰供給
として世界経済の一大テーマとなったことを本論文では見てきた。それが今
日、「一帯一路」として、各鉄鋼メーカーがある意味で収益を度外視し海外
展開を加速させることで、新たな政治的テーマを生み出している。
注
 1）「一帯一路」とは、2001年に誕生した上海協力機構の基礎の上に、2014年に
北京で開催された APEC首脳会議で、習近平中国共産党総書記が提唱した経
済圏構想である。構想を支える機関として、アジア開発投資銀行（AIIB）、中
国―ユーラシア経済協力基金、シルクロード基金が設立され、2018年 8月の
時点でアジア開発投資銀行には 87ヶ国が参加している。本論文との関連で言
えば、同構想には新興国のインフラ建設への支援を通じ、中国企業の対外投
資先を確保したいとの政策的背景があったとされる。
 2）「中国製造 2025」とは、2015年 5月に李克強国務院総理によって提唱された
中国製造業高度化のための 10ケ年計画である。2049年の中華人民共和国建
国 100周年に中国が製造強国のリーダーの地位を占めるべく、2025年、2035
年それぞれに到達目標が定められた。2025年までに製造強国の仲間入りを目
指した同計画では、（1）次世代情報通信技術、（2）先端デジタル制御工作機
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械とロボット、（3）航空・宇宙設備、（4）海洋工程設備・ハイテク船舶、（5）
先進的軌道交通設備、（6）省エネルギー・新エネルギー自動車、（7）電力設
備、（8）新材料、（9）バイオ医薬・高性能医療設備、（10）農業機械設備、以
上が 10大重点産業分野として位置付けられている。本論文とのテーマでいえ
ば、鉄鋼業のような既存産業についても同計画に基づく転換が求められるこ
とを意味した。
 3）筆者の一人である木村（淀川製鋼所、元伊藤忠丸紅鉄鋼中国総代表）は 1980
年から現在に至るまで中国各地に駐在し、主に鉄鋼関係の仕事に関わった経
験から、現地で中国の鉄鋼産業発展の道のりを肌で感じて来た。
 4）同政策については、その後の国務院の機構改革を経て、今日では 2008年に設
立された国務院資産監督管理委員下の管理下、国有企業は中央政府が管理す
る中央企業 96社と地方政府が管理する企業とに分かれている。
 5）中国というこの世界の鉄鋼生産大国に至る基礎を築いたのは、ほかでもない
象徴的プロジェクト上海宝山製鉄所の建設であった。ちょうど鄧小平の提唱
する改革開放の始まった 1978年に宝山製鉄所の建設が始まり、紆余曲折を経
て 1985年に第一高炉が稼働した。この時宝山製鉄が初めてブラジルから高品
位の鉄鉱石を輸入する為、鉄鉱石の輸入契約に伴う鉄鉱石輸送の COA（傭船
契約）を締結する必要が生じてきた。日本を含む世界中の船会社が宝山製鉄
にアプローチする中で、筆者は当時一商社として受注競争に参画した。宝山
製鉄に至る揚子江下流の喫水の制限は最も浅いところで 7.8mであったことよ
り、ブラジルから運ばれた鉄鉱石は中国寧波の北崙港で約半量を揚げて、そ
の後宝山製鉄原料バースで揚げるという 2港揚げで契約するスキームであっ
た。約半年強に亘る契約交渉の中で当時中国側は宝山製鉄の王洪順工場長と
物資部の彭来根部長、翁済民担当者、それに五金公司兪暁経理が窓口となり、
契約書の一項目毎に厳しい交渉が行われた。今でも強く印象に残っているこ
とは傭船契約という中国にとってこれまで経験のない国際ルールを前提とし、
契約書も全て英文、専門用語も多くて理解するのに不眠不休の努力が必要で
あったにも拘わらず、彼らは非常に優秀で英語の傭船契約を短期間に習得し
て国際法に則った契約を見事に成し遂げたのである。正に国の沽券をかけた
チームワークで、中国では個人プレーが多い中で卓越した仕事振りで深い感
銘を受けた。宝山製鉄所の建設は途中キャンセル問題など紆余曲折あったも
のの、中国が世界レベルの鉄鋼メーカーを目指して、世界標準でデビューし
た証左でもあった。
 6）ここで一つ素朴な疑問を提起したい。一体中国の粗鋼生産能力は何億トンあ
るのか。この問いに対する答えは諸説あり、11億～ 14億トンまで様々で、科
学的根拠はない。2014年 11月に CISAの王暁斉副会長が「中国の足下の粗鋼
生産能力は 11.1～ 11.4億トン規模、国家統計局の推計では粗鋼生産能力は約
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11.1億トン。工業情報化部による鉄鋼業規範条件適合企業リストの製鋼能力
合計では約 11.4億トンに達する」と公表しているが、中国冶金工業規劃研究
院や一部学者は異なる数値を報告しており、CISA王暁斉副会長も機関によっ
て異なる数値が報告されていて、正確な合計能力は分からないとしている。
最近でも 2016年 2月に工業情報化部が製鋼能力削減目標として掲げたのは、
2015～2020年（5年間）で製鋼能力を 1億～1.5億トン削減すると具体的数値
は述べているが、肝心の現製鋼能力数値については明言を避けている。つま
り幾ら目標を定めてもその結果としてどれだけ生産能力があるのかは依然と
して分からないのである。また製鋼能力削減の一方で設備の移設や改造で製
鋼能力が増加している鉄鋼メーカーもあって、能力削減より能力増加が上回
るケースがこれまでも数多く見受けられた。
　　　ちなみに 2014年の粗鋼生産能力は 2005年（4.2億トンと言われている）比
3倍弱の 11.4億トンになったが、この増加分（+7.2億トン）の内、国家正式
批准分は 1億トン未満、残りの 6億トン超は未批准であった。実際に首鋼曹
妃甸、鞍鋼営口プロジェクトのように正式批准前に建設を開始し、プロジェ
クトがほぼ完成というタイミングにあとから国家指導者を工場に招いてお墨
付きを貰ったケースは有名である。
 7）当時国豊鋼鉄を創業した張副董事長（当時）に話を聞くと、1976年に唐山
地震で全てを失い、その後仲間 2-3人で鉄鋼関係の商売を始めて、国豊に高
炉ミルを建設することになった。常識では私企業が高炉ミルを建設するのは
資金的にも実現不可能であるが、中国の場合、小型高炉（179m3，380m3等、
1000m3以下の高炉建設が可能）が普及しており、しかも生産効率が大型高炉
より優れている。（出銑比が大型高炉は 2～ 2.2程度なのに対し、小型高炉は
3.8～ 4.2と効率が良い。勿論品質は劣るが建築用、一般の鋼管用途ではさし
たる問題にはならなかった）
　　＊出銑比：高炉 1m3/日当たりの生産量を示しており、例えば 500m3の高炉で
出銑比 2.0ならば日量 1000トン、出銑比 4.0ならば日量 2000トンとなる。
　　当時国豊鋼鉄では高炉建設から商業生産に至る過程で環境には全く配慮せず、
大気汚染の原因を作ったことを深く反省していたが、今では下記 2ITEMに代
表される先進的な環境投資を行ったと張副董事長は胸を張っていた。
　　1）TRT（TOP-PRESSURE RECOVERY TURBINE）炉頂圧回収タービン発電設
備という高炉ガスの持つ圧力でタービンを回し、電力として回収する。燃料
コストがゼロで、CO2など温室効果ガスも発生しない。
　　2）CDQ（COKE DRY QUENCHING）コークス乾式消火法と呼ばれるもので、
赤熱コークスを不活性ガスで冷却し、熱エネルギーを回収する設備で省エネ
で環境に優しい。
　　尚、注目に値する点として、意外なことにこの国豊鋼鉄は最初から民営で
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あったが、高収益を上げ優良企業になった後に中央の国務院から出資の話が
あり、香港中旅集団（中国旅行社）が 51％の株主となり現在に至っている。
つまり現在は国有企業ということになる。民営企業であっても儲かる企業に
は国が出資してその利益を享受する一例であり、企業にとっても国が何かに
つけてバックアップをしてくれるので持ちつ持たれつの関係。儲けの半分は
上納しても、生き延びる保証が得られるので正に渡りに船である。通常民営
企業は数年単位で投資回収するので、そのあとは地元政府と良い関係を作っ
ておけば安泰である。現にこの国豊鋼鉄も周りが住宅地となっており、最近
移転を余儀なくされているが、沿海部に条件の良い場所を提供して貰い、生
産能力を更に拡大してより近代的な効率の良いメーカーを目指している。
 8）今日、スマートフォンの分野で深圳型モノ造りシステムとして活況を呈して
いる IDH（設計専門企業）企業と ODM（相手先ブランドの設計 ･製造）企業
とが融合したビジネスモデルの鉄鋼版とも言えよう。
 9）来料加工とは、部材提供と製品引取りが無償で行われる生産方式である。中
国企業には加工賃のみが支払される。進料加工とは、売買形式の加工貿易。
そこでは中国の企業が原材料輸入契約、製品輸出契約を締結し実施する生産
方式である。
10）冶金工業部解体の結果、中国の鉄鋼生産については、国有資産監督管理委員
会、中国鉄鋼工業会、工業情報化部、国家発展委員会等、所管官庁として複
数の関係機関が関わるようになった。
11）当時の冶金工業部は北京の東四にあり、全国を指導する巨大組織で権威のあ
るレンガ造りの建物に入っていた。指導部には劉淇部長（後の北京市党委書
記）、呉渓淳副部長（後の CISA名誉会長）等が在籍していたが、その呉渓
淳（元冶金工業部副大臣）と縁あって面談・会食した時には、次のように熱
く語っていたことを今でも思い出す。曰く「中国の鉄鋼業は粗鋼生産こそ大
幅に増えており、世界一であるが、経営面、品質面ではまだ劣っており、効
率の良い収益性のある基幹産業にしなければならない。その為に、海外での
鉄鉱石開発投資、自動車等高級品種の生産向上、そして日本のように経営管
理を強化したい」。呉渓淳名誉会長はその卓越した指導力、発言力及び人格に
よって海外の鉄鋼関係者からの信頼は厚く、日本の新日鐵経営者も北京に行
くと必ず呉渓淳名誉会長と会談することを望んだ人物である（現在は引退し
ているが大の日本贔屓である）。
12）中国の主要鉄鋼メーカーのうち、業界第 1位の中国宝武鉄鋼集団、第 4位の
鞍山鉄鋼集団以外、第 2位の河北鉄鋼集団、第 5位の首鋼集団、第 6位の山
東鉄鋼集団、第 9位の馬鞍山集団などは地方政府が管轄する国有企業となっ
ている。
13）そんなある時期に本渓鋼鉄である痛ましい事件が起こった。2009年 6月 1日
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当時本渓鋼鉄の李明文副総経理を団長としたブラジル訪問ミッションがブラ
ジルから欧州に移動する途中で飛行機墜落により全員亡くなったのである。
このミッションは表向きブラジルとの間の鉄鉱石に関する技術交流であった
が、実際には本渓鋼鉄とブラジル鉄鉱石山元との間での商談を兼ねていたこ
とが発覚したのである。筆者はこの事件の一週間前に本渓にてスラブ輸入の
商談を行っており李副総経理及び担当の女性と夕食を共にした。今でもブラ
ジル行きを大層楽しみにしていた情景を思い出すなど、筆者にとっても胸の
痛む事件となった。更にミッションメンバーには遼寧省幹部の夫人が同乗し
ていたこともあって中国鉄鋼業界では大きな話題となった。ことほど左様に
中国での鉄鉱石ビジネスは利権の絡む魑魅魍魎の世界であった。
14）台湾プラスチックによって設立された Formosa Ha Tinh Steel Corporationが運営
する ASEAN初の高炉一貫製鉄所。ハッティン省ケアン市ブンアン経済区に立
地し、第一期は年産 700万トンで稼働。
15）丸川知雄「中国の過剰生産能力問題の元凶は大手国有企業」『ニューズウィー
ク日本版』2017年 1月 25日
16）大而全、小而全とは、企業規模に関わらず全ての企業が、生産ならびに従業
員の生活保障に必要な設備・施設を装備している状態を形容する表現である。
17）鞍山鋼鉄はちょうど今から 100年前、日本人が心血を注いで建設に当たった
鉄鋼企業である。1915年（大正 4年）当時の満鉄（南満州鉄道株式会社）が
鞍山製鉄所の出銑 100万トン、製鋼 80万トン計画を立案。併せて人口 15万
人の製鉄都市を建設する壮大なプロジェクトを立ち上げた。翌 1916年（大正
5年）に日本政府認可を取得。1917年（大正 6年）地鎮祭。そして 1918年（大
正 7年）、鞍山製鉄所が正式に竣工した。これに伴い、小学校、病院、市場、
消防署、独身社宅、苦力収容所が整備された。この年鞍山の人口は日本人が
4906人と最も多く、朝鮮人 142人、中国人 1482人を加え、計 6530人であっ
た（2015年鞍山市人口は 346万人となっている）。その後日本人居住区には
中学校、女学校、さらに鞍山神社まで整備されるなど、所謂鞍山は日本人の
街として発展した。鞍山製鉄所の社員会ではピーク時一万人以上が所属して
おり、大運動会も催されていた。当時の日本人の開拓精神が理解できる。昭
和製鋼所という名称は昭和の時代になってあとから命名されたもので、元々
は鞍山製鉄所であった。今でも鞍山市自体が製鉄の街であり、鞍山製鉄所の
トップは鞍山市市長よりも地位が高いとされている。
18）内田樹『増補版 街場の中国論』ミシマ社、2011年、2–3ページ
19）「「国务院关于钢铁行业化解过剩产能实现脱困发展的意见」（国发（2016）46号）
複回避
20）地条鋼とは、鉄スクラップを中周波誘導電炉で溶かして作られた粗悪な鉄鋼
を意味する用語である。一般の電炉法は高熱による融解処理で不純物を除く
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ことが可能であるが、中周波誘導電炉はたたら製法と同様炭素を混ぜること
で融点を下げ、不純物を残したまま製鉄を行うといった特徴がある。これま
でも中国政府はその生産を禁止してきたが、建材需要等で縁強い潜在需要が
あることから、中国全体で日本の生産量に相当する 1億トン程度の生産量が
存在すると推計されるなど、統計に表れないこうした地条鋼はこれまでも中
国の鉄鋼市場の主たる混乱要因とされてきた。
21）表 10は 2017年度の上位 10社を示しているが、2015年度について、上位 10
社は第 1位の河北鋼鉄集団以下、宝山鋼鉄集団、江蘇沙鋼集団、鞍山鋼鉄集
団、首鋼集団、武漢鋼鉄集団、山東鋼鉄集団、馬鞍山（集団）、渤海鋼鉄集
団、北京建龍重工集団となっている。
22）中国政府は 2005年の鉄鋼業発展政策以降、鉄鋼メーカーの統廃合を進めて来
たが、2017年末現在、河北省には中国工業協会（CISA）加盟企業 247社中の
約三分の一にあたる 73社の鉄鋼メーカーがある。
23）「改革开放四十年河北钢铁工业发展回顾与展望」『经济与管理』2018，9
24）「河北省钢铁行业去产能工作方案（2018－ 2020）」
25）「河北省钢铁水泥玻璃等优势产业过剩产能境外转移工作推进方案」
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The structural adjustment of China’s steel industry and
effects on the global economy
Hidehiko MITSUHASHI, Masafumi KIMURA
The overcapacity of China’s steel industry has been a long-standing issue, which 
is regarded as the main agenda in the trade conflict between China and the U.S. This 
study analyzes the origin and structure of the oversupply problem in the Chinese 
steel industry.
After entering the WTO in 2001, the Chinese government took drastic measures 
to accelerate economic growth. To transform the structure of components of its 
export strategy, vast investment was made in heavy industry. As a result, in early 
2010, China was responsible for half of the world’s steel production.
In this study we identify three socio-economic factors which have contributed 
to the rapid and successful growth of the steel industry. First, the “Three 
Representatives” policy guaranteed the political status of capitalists. In 2001, Jiang 
Ze Min, general secretary of the CCP declared that capitalists would be allowed 
to join the CCP, acknowledging them as a new social strata. Second, local leaders 
regarded aspects of the steel industry as a key element for their promotion, and 
supported investment in these areas, because, at that time, the steel industry was 
regarded as fundamental for the industrialization of their areas. Third, fiscal and 
financial policy supported the drastic investment.
As a result, even though the Steel Industry Development policy (2005) 
promulgated the path of modernization of the industry by improving the capacity of 
production, too many steel companies “flourished” throughout China. Consequently, 
中国鉄鋼業の構造変化とその国際的影響　　45
these “flourishing” companies became the main cause of the oversupply problem.
Further in this study, we analyze the details of the adjustment policy which was 
introduced in 2016 and affected other policies, such as the “One Belt, One Road 
initiative,” and “China Production 2025.” Analyzing policy-making procedures, we 
discuss the interactive process between domestic and foreign policies in China.

